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略歴

著書・論文等

○

取組の内容

コミュニケーションデザイン軸の、人材育成や組織・地域づくり

組織体制や事業が複雑になっている世の中で、課題解決や価値創造のために目的達成に向かっていくためのサ
ポートを、コミュニケーションデザインの専門家として行っています。自己理解→他者理解→構造理解を通じた、人
材育成、組織・地域づくりを進めることで、長期的に柔軟性や価値創造ができる強い組織、地域を確立することが
できます。

例えば、人材育成では自己理解や構造理解が養われる講座や1on1サービスを提供しています。
組織・地域づくりでは、複数市町村で連携しながら補完関係を構築し、1市町村では解決しづらい課題解決に取
り組んだり（厚真町・栗山町の二町連携プロジェクト・北海道移住ドラフト会議）、札幌市の22歳〜35歳が集うプ
ラットフォームを作り、産学官民連携を推進していくプロジェクトを進めたり、漁師、仲卸屋、小売、飲食店の水産に
関わる皆さんと「魚がいる未来を選ぶ」ための社団法人立ち上げサポートなどをしております。

北海道稚内市出身　明治学院大学　国際学部国際学科卒業
2014年6月：合同会社Staylink　創業（業務執行社員）
2019年10月：NPO法人 E – LINK 理事就任
2021年7月：株式会社とける　創業
2022年5月：任意団体 U35-SAPPORO発足
2022年10月：LAGHU GROUP　顧問就任
2023年1月：一般社団法人シェアリングエコノミー協会北海道支部副支部長就任
2023年4月：地域再生マネージャー就任
2023年4月：H.Eグループ CSO就任
2023年6月：一般社団法人DO FOR FISH 創業、顧問就任
2023年8月：一般社団法人さーもんず創業、代表理事就任（北海道移住ドラフト会議運営母体）
2023年10月：株式会社TRESURE IN STOMACH 顧問就任

北海道移住ドラフト会議集合写真 U35-SAPPORO集合写真



実績

工夫した点や苦労した点

ひとことPR

2018年ー現在：北海道移住ドラフト会議という関係人口醸成のプロジェクトを通じて、160名以上の北
海道に移住希望の方や関わりを持ちたい方と球団と呼ばれる延60の自治体・企業を巻き込んだ、北海
道全体のコミュニティ形成を行っています。

2023年-：北海道滝川市農政課との農家後継者を発掘するためのプロジェクトを夏秋に２回開催。６名
の就農に前向きな関東からの参加者を招きました。

①共通の目的設定：多くのステークホルダーが関わっていたとしても、コミュニケーションデザインを通じて、
共通の目的設定をすることができます。対話の場を設けて、丁寧に進めていくことにより、納得感のある共
通の目的設定を基に、事業推進、目的達成を行っております。
②継続：立ち上げメンバーから若返りを図り、若いメンバーを実行委員に招きながら持続可能な組織体
制づくりを行っています。

様々なステークホルダーの巻き込みが必要なプロジェクトにおいて、対話の場を設けて、共通の目的設定
をすることにより、長期的に価値と意義がある組織・地域づくりやプロジェクトの立ち上げを得意としていま
す。



○ 参考

取組分野の分類

関連ホームページ

連絡先

※メールを送る際には〔アットマーク〕を『@』に変えてください。

6次産業化 ○ 空地・空家・空きビル・空き店舗等対策

○ 経営資源の引継（事業承継等）・起業支援 ○ 商店街活性化

登録者の取組を12の政策分野に分類しています（複数の分野に該当するものもあります）。

1.地域資源を活用した地域経済循環 2.まちなか再生

○ 地場産品発掘・販路開拓 ○ 中心市街地活性化

3.生活機能の維持 4.環境保全・SDGs

地域医療・福祉 分散型エネルギーシステム

○ 地域中核企業等の支援 その他

その他

その他 その他

地域交通 ○ 地球温暖化対策

集落機能の確保 廃棄物・リサイクル対策

地区防災計画 ○ インバウンド対応

BCP ○ 民泊・農泊

5.防災減災・危機管理 6.観光振興・交流

建築物耐震化・長寿命化 ○ DMOとの連携

避難所運営 ○ 地域おこし協力隊の推進

感染症対策 その他

○ 滞在・活動の場づくり ○ 起業・事業承継等支援

○ 地域おこし協力隊の推進 ○ 空地・空家対策

その他

7.関係人口の創出・拡大 8.移住・定住促進

9.少子化対策、子ども・子育て支援 10.地域づくり人材の育成・教育

結婚・出産・子育て支援 ○ 人材研修

○ 地域と関係人口の協働 ○ 地域おこし協力隊の推進

その他 その他

その他 その他

働き方改革 ふるさと教育

子どもの貧困対策 地域と教育機関の連携（高校魅力化・域学連携等）

○ 官民連携（PPP・PFI） ○ メディア活用策

○ 自治体間連携 効果の把握・評価

1１．自治体経営イノベーション 12.シティプロモーション・地域PR
財政マネジメント（公共施設管理・公会計整備） ○ 地域ブランディング

○ 住民参加 その他

その他

EBPMに基づく政策立案

メールアドレス ryohei.shibata〔アットマーク〕tokeru.info

株式会社とける公式Webサイト https://tokeru.link/
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